
 

2026（令和 8）年 10 月 

お客さま 各位 

かながわ信用金庫 

 
「北朝鮮 IT労働者に関する各国・企業等に対する注意喚起」について 

 

 

平素は、かながわ信用金庫をご利用いただき、誠にありがとうございます。 

 今般、財務省、警察庁等の関係省庁は、米国及び韓国を含む同志国 11ヵ国 19機関と

の連名により「北朝鮮 IT 労働者に関する企業等に対する注意喚起」の内容を一部更新

した上で「北朝鮮 IT労働者に関する各国・企業等に対する注意喚起」として公表しまし

た。 

当金庫では、お取引の内容や状況等に応じて、この注意喚起により求められている

対策がとられているか等について確認させていただく場合がありますので、何卒ご理

解・ご協力のほどお願い申し上げます。 

 詳細につきましては、以下財務省の Webサイトをご確認ください。 

日米韓等「北朝鮮 IT労働者に関する各国・企業等に対する注意喚起」の公表（財務省） 

                            （令和 8 年７月 31 日） 

 

 ※北朝鮮 IT労働者とは、他国の国民になりすまし、民間企業が運営する雇用や業務

の受発注のためのオンライン・プラットフォームを通じ、業務や収入を得ることで北

朝鮮の大量破壊兵器計画を支える IT技術者のこと 

以 上 

～詳しくは窓口にお問い合わせください～ 

 

 

（Ｒ08.10） 

https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/gaitame_kawase/press_release/20260731142003.html

